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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第19期
第２四半期
累計期間

第20期
第２四半期
累計期間

第19期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

営業収益 (百万円) 11,387 10,927 24,476

純営業収益 (百万円) 9,516 9,477 21,000

経常利益 (百万円) 2,905 3,825 7,971

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,590 2,682 6,335

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 7,196 7,196 7,196

発行済株式総数 (株) 338,732,665 338,732,665 338,732,665

純資産額 (百万円) 42,724 42,983 44,753

総資産額 (百万円) 1,009,995 1,049,815 1,005,557

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 7.77 8.05 19.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 7.77 8.05 19.01

１株当たり配当額 (円) 6.00 6.00 19.00

自己資本比率 (％) 4.2 4.1 4.4

自己資本規制比率 (％) 396.0 376.6 371.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 37,416 52,671 1,425

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △310 △1,517 △727

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △18,322 △333 31,097

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

(百万円) 75,382 139,198 88,361
 

 

回次
第19期
第２四半期
会計期間

第20期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　2017年７月１日
至　2017年９月30日

自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.50 3.42
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用対象会社がないため記載しておりません。

４．自己資本規制比率は金融商品取引法第46条の６の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の

定めにより、決算数値をもとに算出したものであります。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第1四半期会

計期間の期首から適用しており、前第２四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

2018年４月1日から９月30日までの６か月間（以下、当第２四半期累計期間）の株式相場は、期初に21,000円台前

半ではじまった日経平均株価が７週連続で続伸し５月下旬には23,000円台まで上昇しました。その後は21,500円から

23,000円のレンジ相場のような展開となりましたが、９月中旬以降は上げに転じほぼ年初来高値圏の24,000円台前半

で取引を終えました。

このような相場展開の中、当第２四半期累計期間の１日あたり個人株式等売買金額（ETF/REIT含む、以下同様）は

１兆995億円と、前年同期の１兆1,146億円から1.4％の減少、前年度の１兆2,949億円から15.1％の減少となりまし

た。また、当社におきましては、当第２四半期末時点の証券口座数は1,102,527口座（前年度末1,087,327口座）、信

用口座数は150,114口座（前年度末146,730口座）、預り資産は２兆3,960億円（前年度末２兆3,356億円）、信用取引

買建玉残高は1,576億円（前年度末2,044億円）となりました。

　当社は『顧客投資成績重視の経営』を経営理念に掲げ、損をしないことが利益に繋がるという「リスク管理追求

型」のコンセプトの下、特許を取得している各種「自動売買」を始めとする利便性と安定性を追求した独自のサービ

スを提供するとともに、個人投資家の皆様に新しい投資スタイルを啓蒙すべく、当第２四半期累計期間は以下のよう

な取り組みを行いました。

　・信用取引手数料一部引き下げおよび一般信用買方金利引き下げを実施（４月）

・2018年度からの３年間を計画期間とする2018年度版の中期経営計画を策定（５月）

・ネット証券で初となる経済産業省の「IT経営注目企業2018」に選定される（５月）

・東証、PTS市場、ダークプールの自動回送SORシステムを実装（８月）

・相場操縦行為等の不公正取引の調査を行う売買審査業務において、人工知能（AI）を導入（８月）

・現物株式手数料割引プラン「auで株式割」の割引対象をau IDを持つすべてのお客さまに拡大（８月）

・kabu.com API基盤刷新にAWSを採用（８月）

・「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI」のうち、「運用損益別顧客比率」について、インターネット

証券４社合算して公表（８月）

・店頭外国為替証拠金取引「シストレ FX」リニューアル（９月）

・HDI「Webサポート格付け」および「問合せ窓口格付け」で最高評価の「三つ星」を獲得（９月）

 
当期の財政状態及び経営成績は以下のとおりです。

　

①　財政状態

当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ44,258百万円増加し、1,049,815百万円となりまし

た。当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ46,027百万円増加し、1,006,831百万円となりま

した。当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ1,769百万円減少し、42,983百万円となりま

した。

当第２四半期会計期間末の財政状態の増減要因は以下のとおりです。

　

(資産)

当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ44,258百万円増加し、1,049,815百万円となりまし

た。これは主に、信用取引資産が38,602百万円減少した一方で、現金・預金が50,837百万円増加、預託金が

33,071百万円増加したことによるものであります。
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(負債)

当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ46,027百万円増加し、1,006,831百万円となりまし

た。これは主に、短期借入金が59,000百万円減少した一方で、コマーシャル・ペーパーが63,000百万円増加、預

り金が37,646百万円増加したことによるものであります。

 
(純資産)

当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ1,769百万円減少し、42,983百万円となりまし

た。これは主に、四半期純利益が2,682百万円計上による増加があった一方で、配当金の支払により4,332百万円

減少したことによるものです。　

 
②　経営成績

（a）受入手数料

[委託手数料]

当第２四半期累計期間の委託手数料は3,572百万円と前年同期比11.2％の減少となりました。このうち、株式等

委託手数料は3,150百万円(同11.8％減少)、先物取引及びオプション取引の委託手数料は401百万円(同5.5％増加)

となっております。

 
[募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料]

当第２四半期累計期間の募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は86百万円と同45.7％の増

加となりました。このうち、投資信託の募集の取扱い手数料69百万円(同22.0％増加)となっております。

 
[その他の受入手数料]

当第２四半期累計期間のその他の受入手数料は756百万円と同4.3％の減少となりました。このうち、店頭FXに

係る手数料収入138百万円(同30.9％減少)、投資信託の代行手数料348百万円(同5.6％増加)、信用取引関連収入

163百万円(同4.1％減少)となっております。
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受入手数料の商品別の推移を示すと下表のとおりです。

当第２四半期累計期間の１日当たり株式等個人売買代金が同1.4％減少の10,995億円と減少する中、2018年４月

からの信用取引手数料等の改定による影響などにより株式等委託手数料は同11.8％の減少となりました。投資信

託は、預り残高が増加したことにより、手数料収入は同8.0％の増加となりました。また、先物・オプション取引

委託手数料は同5.5％の増加となり、外国為替証拠金取引の手数料収入については同19.4％の減少となりました。

 

 

決算期
前第２四半期累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

比率
(％)

当第２四半期累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

比率
(％)

前年同期比

株式等(百万円)  3,570 73.3 3,150 71.3 △11.8％

株式等約定件数(件)/日 108,974 － 104,022 － △4.5％

株式等約定金額(百万円)/日  98,475 － 98,490 － 0.0％

株式等個人委託市場(二市場)
(億円)/日

11,146 － 10,995 － △1.4％

同当社シェア(％) 8.8 － 9.0 － －

株式等約定単価(千円) 903 － 946 － 4.8％

手数料率(bp) 2.9 － 2.6 － －

先物・オプション(百万円) 380 7.8 401 9.1 5.5％

投資信託(百万円) 386 7.9 417 9.5 8.0％

外国為替証拠金取引
(店頭、取引所)(百万円)

252 5.2 203 4.6 △19.4％

その他(百万円) 283 5.8 243 5.5 △14.2％

受入手数料合計(百万円)  4,874 100.0 4,416 100.0 △9.1％
 

(注)　(比率)欄の数値は、各期における商品別手数料金額が受入手数料合計に占める比率を表しております。

 
（b）　トレーディング損益

外貨建MMF、外貨建債券及び店頭FX(シストレFX)等に係る当期のトレーディング損益は、517百万円と同9.1％の

増加となりました。シストレFXの取引高が減少したものの、収益率が改善したことに伴い、トレーディング損益

は増益となりました。　

 
（c）　金融収支

当第２四半期会計期間末の信用取引買建残高は1,576億円(前年同期末1,569億円)と、同0.4％増加となりまし

た。当第２四半期累計期間の金融収益は5,847百万円(同4.1％増加)、金融費用は1,358百万円(同8.6％減少)とな

り、差引の金融収支は4,489百万円(同8.7％増加)となりました。

当第２四半期累計期間は、当社の信用取引買建平均残高が同13.6％増加となり、金融収支は同8.7％増加となり

ました。
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決算期
前第２四半期累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

前年同期比

金融収益(百万円)  5,618 5,847 4.1％

金融費用(百万円)  1,486 1,358 △8.6％

金融収支(百万円)  4,131 4,489 8.7％

金融収支率(％) 377.9 430.5 －

純営業収益(百万円)  9,516 9,477 △0.4％

(金融収支が占める比率(％)) 43.4 47.4 －

信用取引買建残高(億円) 1,569 1,576 0.4％

信用取引買建平均残高(億円)(注)  1,593 1,810 13.6％

二市場信用取引買建残高(億円)  25,930 27,815 7.3％

信用取引買建残高シェア(％) 5.8 5.7 －

金融収支/信用買建平残比率(％)(注) 2.59 2.48 －
 

(注)　信用取引買建平均残高は、信用取引買建残高の前期末残高と当四半期末残高を単純平均した値です。

　

（d）　その他の収支

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社に対する当社ソフトウエア利用の許諾、同社が当該ソフトウエア

を利用するにあたって必要となる追加開発及び保守に関しまして、その他の売上高145百万円(同65.5％減少)、売上

原価91百万円(同76.2％減少)を計上し、差引の収支は53百万円(同48.0％増加)となりました。

 
（e）　販売費・一般管理費

当第２四半期累計期間の販売費・一般管理費は、5,711百万円と同14.2％減少となりました。主な内訳は、取引

関係費2,231百万円(同21.8％減少)、不動産関係費1,126百万円(同4.2％減少)、人件費777百万円(同6.4％増加)、

事務費473百万円(同3.0％減少)、減価償却費774百万円(同29.9％減少)です。

TVCM放映含む広告宣伝費等の一時的な費用が減少したことにより、販売費・一般管理費は同14.2％減少となり

ました。

受入手数料が減少しましたが、販売費・一般管理費も減少したことで、当第２四半期累計期間の「受入手数

料／販売費・一般管理費率」は77.3％、「受入手数料／システム関連費率」は186.0％と前年同期(それぞれ

73.2％、176.0％)と比べて上昇しております。

　

決算期
 前第２四半期累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

前年同期比

受入手数料(百万円)  4,874 4,416 △9.4％

販売費・一般管理費(百万円)  6,659 5,711 △14.2％

(内、システム関連費)(百万円)  2,768 2,374 △14.2％

受入手数料/販売費・一般管理費率(％) 73.2 77.3 ―

受入手数料/システム関連費率(％) 176.0 186.0 ―
 

(注)　システム関連費は、ネット証券のインフラ面を構成する、不動産関係費、事務費及び減価償却費の合算値とし

ています。
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（f）　営業外損益

当第２四半期累計期間の営業外収益は、受取配当金25百万円等により61百万円、営業外費用は1百万円となり、

差引で59百万円の利益となりました。

　

（g）　特別損益

当第２四半期累計期間の特別利益は、金融商品取引責任準備金戻入53百万円により、53百万円となりました。

特別損失はありません。

　

以上の結果、当第２四半期累計期間の業績は、営業収益が10,927百万円（同4.0％減）、純営業収益が9,477百

万円（同0.4％減）、営業利益が3,766百万円（同31.8％増）、経常利益が3,825百万円（同31.7％増）、四半期純

利益が2,682百万円（同3.6％増）となりました。

なお、当第２四半期累計期間における自己資本四半期純利益率(ＲＯＥ)(年換算)は12.2％となりました。

　

決算期
 前第２四半期累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

前年同期比

四半期純利益(百万円) 2,590 2,682 3.6％

四半期末純資産額(百万円) 42,724 42,983 0.6％

自己資本四半期純利益率
(ＲＯＥ)(％)(注)

12.1 12.2 ―
 

(注)　自己資本四半期純利益率(ＲＯＥ)は、年換算数値を記載しています。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、営業活動による収入（資金の増

加）が52,671百万円、投資活動による支出（資金の減少）が1,517百万円、財務活動による支出（資金の減少）が333

百万円となった結果、当期末の資金の残高は139,198百万円となり、前年度末比50,837百万円の増加となりました。

　当社の業務特性を勘案すると十分な現金及び現金同等物残高を維持し、また個別銀行からの融資枠としての当座貸

越枠で十分な借入枠を確保するとともに、Ａ＋という比較的高い信用格付けを活かし市場性資金の調達も十分に行え

ていることから、財政状態には問題がないものと判断しております。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における営業活動による資金の増加は、52,671百万円（前年同期は37,416百万円の増加）

となりました。これは主に、顧客分別金信託の増加による支出33,205百万円があった一方、信用取引資産及び信用

取引負債の増減額による収入39,988百万円、預り金の増加による収入37,646百万円があったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における投資活動による資金の減少は、1,517百万円（前年同期は310百万円の減少）とな

りました。これは主に、有形固定資産の取得による支出122百万円及び無形固定資産の取得による支出1,376百万円

があったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における財務活動による資金の減少は、333百万円（前年同期は18,322百万円の減少）とな

りました。これは主に、コマーシャル・ペーパーの純増加による収入63,000百万円があった一方、短期借入金の純

減少による支出59,000百万円、配当金の支払による支出4,332百万円があったことによるものです。
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（3）資本の財源及び資金の流動性

①　資金の状況

当社の業務は、株式売買の媒介・取次などブロカレッジ業務を中心としており、基本的に買掛金や売掛金、ト

レーディング商品等の増減による営業活動上のキャッシュ・フローは発生しません。顧客からの預り金や信用取

引等に係る保証金の入出金と金融商品取引法に定められた顧客分別金の信託勘定への入出金、信用取引資産・負

債の純増減額等が、営業活動による主なキャッシュ・フローとなります。当第２四半期会計期間末の現金及び現

金同等物残高は前期末に比べて50,837百万円の増加となる139,198百万円の残高となりました。

当社の業務特性を勘案すると十分な現金及び現金同等物残高を維持し、また個別銀行からの融資枠としての当

座貸越枠で十分な借入枠を確保するとともに、Ａ＋という比較的高い信用格付けを活かし市場性資金の調達も十

分に行えていることから、財政状態には問題がないものと判断しております。

 
②　資本比率について

2018年９月30日現在、当社の自己資本比率は4.1％(前期末4.4％)、自己資本規制比率は376.6％(前期末

371.7％)となっております。当社は、原則として商品有価証券の保有等自己売買リスクを取らないことを経営方

針としており、それゆえ必要以上に高い自己資本比率や自己資本規制比率を維持することは不要と考えておりま

す。

　　

（4）経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社は2018年５月に2018年度からの３年間を計画期間とする2018年度版の中期経営計画を策定いたしました。高品

質・高付加価値な金融関連サービスの提供を通じて、お客さまの資産形成と日本の金融資本市場の発展に貢献するこ

とを当社の使命とし、2020年度に目指すべき姿として「カブコム2.0」を標榜して「ネット証券からMUFGデジタル金融

企業への進化」を掲げ、デジタルイノベーションのフロントランナーとして、先進性No.1、多様性No.1、効率性No.1

を目指してまいります。具体的な経営目標としては2020年度にＲＯＥ20％、年間の配当方針については配当性向50％

以上かつＤＯＥ（純資産配当率）８％以上とした配当の実施を基本方針としております。

 

（5）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（6）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,332,000,000

計 1,332,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日
現在発行数(株)
(2018年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 338,732,665 338,732,665
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　　100株

計 338,732,665 338,732,665 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2018年７月１日～
2018年９月30日

― 338,732,665 ― 7,196 ― 11,913
 

 

EDINET提出書類

カブドットコム証券株式会社(E03817)

四半期報告書

10/23



 

(5) 【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目５-２ 176,474,800 52.96

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７-１ 21,035,200 6.31

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８-11 11,673,100 3.50

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11-３ 9,377,500 2.81

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＳＥＣ　ＳＥＲ
ＶＩＣＥＳ　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ/　ＪＡ
ＳＤＥＣ/　ＡＢＥＲＤＥＥＮ　ＧＬＯＢＡ
Ｌ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＳＳＥＴＳ
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

３３ ＲＵＥ ＤＥ ＧＡＳＰＥＲＩＣ
Ｈ，Ｌ－5826 ＨＯＷＡＬＤ－ＨＥＳ
ＰＥＲＡＮＧＥ，ＬＵＸＥＭＢＯＵ
ＲＧ
（東京都中央区日本橋３丁目11-１）

6,000,000 1.80

東京短資株式会社 東京都中央区日本橋室町４丁目４-10 3,468,600 1.04

日本マイクロソフト株式会社 東京都港区港南２丁目16-３ 3,456,800 1.04

森　貴義 東京都新宿区 2,700,000 0.81

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８-11 2,460,300 0.74

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　　
ＷＥＳＴ　ＣＬＩＥＮＴ　－　ＴＲＥＡＴ
Ｙ　505234
（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営
業部）

1776 　ＨＥＲＩＴＡＧＥ　ＤＲＩＶ
Ｅ，ＮＯＲＴＨ 　ＱＵＩＮＣＹ，Ｍ
Ａ　02171,Ｕ.Ｓ.Ａ.
（東京都港区港南２丁目15-1）

2,242,100 0.67

計 － 238,888,400 71.68
 

（注） 上記のほか、自己株式が5,481,400株あります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

5,481,400
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,332,145 ―
333,214,500

単元未満株式
普通株式

― ―
36,765

発行済株式総数 338,732,665 ― ―

総株主の議決権 ― 3,332,145 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

カブドットコム証券
株式会社

東京都千代田区大手町一
丁目３番２号

5,481,400 ― 5,481,400 1.62

計 ― 5,481,400 ― 5,481,400 1.62
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第63号)

並びに同規則第54条及び第73条の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府令」(2007年内閣府令第52号)及び

「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(1974年日本証券業協会自主規制規則)に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2018年７月１日から2018年９月

30日まで)及び第２四半期累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について有限責任

監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金・預金 88,361 139,198

  預託金 495,707 528,778

  信用取引資産 327,830 289,228

   信用取引貸付金 204,480 157,621

   信用取引借証券担保金 123,350 131,607

  立替金 202 93

  募集等払込金 424 592

  短期差入保証金 71,535 70,071

  前払費用 235 530

  未収収益 2,330 2,274

  その他の流動資産 10,368 9,922

  流動資産計 996,996 1,040,690

 固定資産   

  有形固定資産 1,013 921

  無形固定資産 4,297 4,994

  投資その他の資産 3,249 3,208

   投資有価証券 2,330 2,276

   長期差入保証金 419 437

   長期立替金 530 478

   繰延税金資産 297 310

   その他 153 145

   貸倒引当金 △482 △441

  固定資産計 8,560 9,124

 資産合計 1,005,557 1,049,815

負債の部   

 流動負債   

  信用取引負債 173,736 175,122

   信用取引借入金 42,393 32,121

   信用取引貸証券受入金 131,342 143,001

  有価証券担保借入金 119,586 112,874

  預り金 277,431 315,077

  受入保証金 249,135 259,569

  短期借入金 104,000 45,000

  コマーシャル・ペーパー － 63,000

  未払金 977 818

  未払費用 1,186 784

  未払法人税等 1,546 1,245

  その他の流動負債 1,037 1,225

  流動負債計 928,637 974,718
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2018年９月30日)

 固定負債   

  長期借入金 30,000 30,000

  固定負債計 30,000 30,000

 特別法上の準備金   

  金融商品取引責任準備金 2,166 2,112

  特別法上の準備金計 2,166 2,112

 負債合計 960,803 1,006,831

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,196 7,196

  資本剰余金 11,913 11,913

   資本準備金 11,913 11,913

  利益剰余金 25,730 24,081

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 25,730 24,081

  自己株式 △2,093 △2,093

  株主資本合計 42,747 41,097

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,986 1,858

  評価・換算差額等合計 1,986 1,858

 新株予約権 19 27

 純資産合計 44,753 42,983

負債・純資産合計 1,005,557 1,049,815
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

営業収益   

 受入手数料 4,874 4,416

  委託手数料 4,024 3,572

  
募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

59 86

  その他の受入手数料 790 756

 トレーディング損益 474 517

 金融収益 5,618 5,847

 その他の売上高 420 145

 営業収益計 11,387 10,927

金融費用 1,486 1,358

売上原価 383 91

純営業収益 9,516 9,477

販売費・一般管理費   

 取引関係費 2,852 2,231

 人件費 730 777

 不動産関係費 1,175 1,126

 事務費 487 473

 減価償却費 1,105 774

 租税公課 182 180

 その他 125 146

 販売費・一般管理費計 6,659 5,711

営業利益 2,856 3,766

営業外収益 ※１  69 ※１  61

営業外費用 ※２  21 ※２  1

経常利益 2,905 3,825

特別利益   

 金融商品取引責任準備金戻入 59 53

 投資有価証券売却益 809 －

 特別利益計 868 53

税引前四半期純利益 3,773 3,878

法人税、住民税及び事業税 1,088 1,151

法人税等調整額 94 44

法人税等合計 1,182 1,195

四半期純利益 2,590 2,682
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 3,773 3,878

 減価償却費 1,105 774

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △295 △41

 金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △59 △53

 受取利息及び受取配当金 △5,656 △5,873

 支払利息 1,486 1,358

 投資有価証券売却損益（△は益） △809 －

 顧客分別金信託の増減額（△は増加） △46,596 △33,205

 信用取引資産及び信用取引負債の増減額 2,437 39,988

 募集等払込金の増減額（△は増加） △148 △168

 前払費用の増減額（△は増加） △203 △290

 未収収益の増減額（△は増加） 10 26

 短期差入保証金の増減額（△は増加） 2,228 1,464

 有価証券担保借入金の増減額（△は減少） 10,689 △6,712

 受入保証金の増減額（△は減少） 22,585 10,433

 立替金の増減額（△は増加） 87 108

 預り金の増減額（△は減少） 43,269 37,646

 未払費用の増減額（△は減少） △8 △410

 未払金の増減額（△は減少） △182 △24

 長期立替金の増減額（△は増加） 288 51

 その他 △212 617

 小計 33,790 49,568

 利息及び配当金の受取額 5,676 5,901

 利息の支払額 △1,478 △1,354

 法人税等の支払額 △572 △1,445

 営業活動によるキャッシュ・フロー 37,416 52,671

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △248 △122

 無形固定資産の取得による支出 △898 △1,376

 投資事業組合からの分配による収入 20 －

 投資有価証券の売却による収入 846 －

 その他 △30 △18

 投資活動によるキャッシュ・フロー △310 △1,517

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

－ 63,000

 短期借入金の純増減額（△は減少） △14,000 △59,000

 長期借入金の返済による支出 △2,000 －

 配当金の支払額 △2,004 △4,332

 自己株式の取得による支出 △318 －

 その他 0 △1

 財務活動によるキャッシュ・フロー △18,322 △333

現金及び現金同等物に係る換算差額 16 17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,800 50,837

現金及び現金同等物の期首残高 56,581 88,361

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  75,382 ※１  139,198
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【注記事項】

(追加情報)

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期会計期間の

期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示して

おります。

 

(四半期損益計算書関係)

※１　営業外収益の内訳

　

 
前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

受取配当金 37百万円 25百万円

貸倒引当金戻入額 3 25 

投資事業組合運用益 15 － 

その他 12 10 

計 69 61 
 

 
※２　営業外費用の内訳

　

 
前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

過怠金 10百万円 －百万円

支払手数料 9 1 

その他 1 0 

計 21 1 
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

現金・預金勘定 75,382百万円 139,198百万円

現金及び現金同等物 75,382 139,198 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期累計期間(自　2017年４月１日　至　2017年９月30日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年５月18日
取締役会

普通株式 2,004 6 2017年３月31日 2017年６月９日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年10月24日
取締役会

普通株式 1,999 6 2017年９月30日 2017年12月５日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年９月30日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月18日
取締役会

普通株式 4,332 13 2018年３月31日 2018年６月８日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年10月24日
取締役会

普通株式 1,999 6 2018年９月30日 2018年12月５日 利益剰余金
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ネットによる金融商品取引業及びこれらの付随事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。 
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 7円77銭 8円05銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益(百万円) 2,590 2,682

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,590 2,682

普通株式の期中平均株式数(株) 333,275,794 333,251,265

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 7円77銭 8円05銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 70,395 88,450

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

2018年10月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………　1,999百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………　６円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2018年12月５日

(注) 　2018年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2018年11月６日

カブドットコム証券株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岸　　　野　　　　勝 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 白　　田　　英　　生 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカブドットコム

証券株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第20期事業年度の第２四半期会計期間(2018年７月１日から

2018年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、カブドットコム証券株式会社の2018年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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